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情報システムにおける外部セキュリティ制御
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(4) 開 口 部
(5) 内 装 等
2. 電子計算室及びデータ等保管室
(1) 位置及び配置等









































































































































0 $0 0 実質的にゼロ
1 告lo 1 300年に1回
2 $100 2 30年に1回
3 $1,000 3 3年に1回
4 告lo,000 4 100日に1回
5 $100,000 5 10日に1回
6 $1,000,000 6 1日に1回












､r､〔 1 2 3 4 5 6 7 8
1. $300 3K 30K 300K
2 $300 3K 30K 300K 3M
_3 $300 3K 30K 300K 3M 30M
4 $300 3K 30K 300K 3M 30M 300M
5 $300 3K 30K 300K 3M 30M 300M
6 $ 3K 30K 300K 3M .30M 300M
7 $ 30K 300K 3M 30M 300M






































































監査区分 内容こよる分類監査主体による分類 業務監査会計監査 根 拠
外部監査 公認会計士 ○ 証取法第193条の2監査特例法第2条
監 査 役 ○ ○ 商法第274粂81
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10)米国では､内部監査として位置づけられたEDP
監査(ElectronicDataProcessingAudit)
が広く行われるようになっており､こうした動き
を受けて､日本でも各種団体でシステム監査の研
究会や委員会を設置して､調査､研究に乗り出し
ているo 日本公認会計士協会には電子会計委員会､
(ここでは ｢企業およびその他の組織体において､
データ処理の一部または全部がEDPシステムに.
よっている場合､これを対象として監査すること
をEI)P監査というo監査目的を達成するために､
コンピュータを利用することもあれは､利用しな
いこともある｣と定義し､外部監査としての立場
を示している｡)日本監査協会にはEDP監査委員
会があり､米国のEDP監査関連団体の日本支部
も設立されているoこれらの団体は所管庁が異な
ることもあって､独自に活動しており､技術交流
などの場はなかったoこのような状況の中で通産
省は､システム監査技術者の横断的な組織として､
｢システム監査学会 (仮称)｣を昭和62年春まで
に設立することになったo
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13)一般に静的リスクは､十分な時間が与えられ､
発生のパターンを予測できるデータが収集可能な
ようなリスクであるから､大数の法則を満足するo
即ち､保険の対象となり得るo
Lかし､計算機システムの利用がリアルタイム
的になると､保険以外の補完措置を考慮しなけれ
ばならなくなるoなぜならリアルタイム ･システ
ムでの損失が､仮に金銭的に事後的に補償された
としても､損失時間を回復することは不可能とな
り､その場合のリスク回避の一つの方策としては､
プpセス制御が必要となってくる0
14)日本情報処理開発協会 :コンピュータ ･セキュ
リティに関するリスク分析調査報告書 (1986)
